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（第 16 条教育部分） 

○大島（敦）委員 政府案第十六条第一項では、ともに教育を受けられるよう配慮する旨が規定され、第

二項では、障害者である児童及び生徒と障害者でない児童及び生徒の交流及び共同学習による相互理解の

促進が規定されておりますが、第一項と第二項の関係はどのように理解すればよろしいのでしょうか。 

○末松副大臣 まず、十六条の趣旨から御説明申し上げますが、この法律の第一条の「目的」のところで

共生社会の実現というのが書いてございまして、読みますと、「全ての国民が、障害の有無によつて分け隔

てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する」と書いてございます。

これが十六条の趣旨でございます。これを教育の場で具現したのが十六条でございます。 

 そこで、十六条第一項で、可能な限り障害者である児童生徒が障害者でない児童生徒とともに教育を受

けられるよう配慮する旨の規定を置きまして、具体的には、障害者である児童生徒が障害者でない児童及

び生徒と一緒に同じ学校の通常学級に在籍しながら教育を受けられるようにするという、この基本的方向

性を示したところでございます。 

 一方、障害者本人、保護者が特別支援学校や特別支援学級などにおける教育を受けることを希望する場

合もございます。こういうともに学ばない場合であっても、目的の趣旨を踏まえて、互いの交流や共同学

習を通じて相互理解を促進しなければいけないという趣旨から、この同二項を規定しているところでござ

います。 

○大島（敦）委員 修正案提出者に質問をいたします。 

 修正案では新しく第十六条第二項が加えられておりますが、これを追加した趣旨について御説明をお願

いいたします。 

○西村（智）委員 お答えいたします。 

 障害者がその成長過程において適切な教育を受けられるようにすることは、障害者基本法の趣旨にかん

がみて極めて重要なことと思います。この点、極めて細かい配慮をし、十分な情報の提供を行うとともに、

本人等の意見を尊重する必要がございます。これは、昨年末取りまとめられました中教審の特別支援教育

の在り方に関する特別委員会の論点整理でも明示されているとおりです。したがって、今回、新たに第二

項を加える修正をすることといたしました。 

 新第十六条第二項においては、情報の提供及び意向の尊重について「前項の目的を達成するため、」と規

定しております。この文言は、第一項における「障害者が、その年齢及び能力に応じ、かつ、その特性を

踏まえた十分な教育が受けられるようにするため、」という部分を指しておりまして、それ以降の部分には

かかっておりません。 

○大島（敦）委員 第二項の追加という修正を受け、文部科学省としては具体的にどのように取り組んで

いくおつもりでしょうか。 

○徳久政府参考人 文部科学省におきましては、平成十九年以降、障害のある子供の就学先の決定に際し

まして、保護者の意見聴取を義務づける等の取り組みを行ってきているところでございます。 

 一方、今、西村委員の方から、修正提案者の方からお話ありましたように、障害者の権利に関する条約
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の理念を踏まえた特別支援教育のあり方について、文部科学省といたしましても検討を行ってきました。 

 中央教育審議会の特別支援教育の在り方に関する特別委員会の論点整理、昨年十二月でございますが、

それにおきましては、就学先の決定のあり方につきましては、障害の状態、本人の教育的ニーズ、本人、

保護者の意見等を踏まえた総合的な観点から決定する仕組みとすること、その際、本人、保護者に対し十

分情報提供をしつつ、本人、保護者の意見を最大限尊重し合意形成を行うことを原則とし、最終的には市

町村教育委員会が決定する仕組みとすること、このような仕組みに変えていくため、速やかに関係する法

令改正等を行い、体制を整備していくべきなどの提言がされているところでございます。 

 文部科学省といたしましては、障害者基本法の改正や中央教育審議会の議論等も踏まえながら、障害の

ある子供の就学先決定の仕組みについて速やかに検討してまいりたいと考えてございます。 

○大島（敦）委員 改正案において、「障害者の特性」と規定した趣旨について御説明をお願いいたします。 

○園田大臣政務官 お答えを申し上げます。 

 これまでの障害者施策の中におきましては、やはり、どちらかといいますと、機能に着目をし、そして

医療的な、いわゆる医療的なモデルというふうに言われておりましたけれども、むしろ、そちらの方が主

体的に強く、色濃く出ていたところがございました。 

 今般の改正におきましては、障害者が日常生活であるとかあるいは社会生活において受ける制限という

ものは、障害によるものだけではない、社会におけるさまざまな障壁の中において生ずるものであるとい

う、いわゆる社会モデルという考え方を基本認識とさせていただいたところでございます。 

 このような趣旨から、各分野の施策を講ずるに当たりましては、単に障害の種別及び程度のみならず、

障害者が日常生活等において有する多様な困難を踏まえるという社会モデルの観点を明確化するという観

点から、「障害者の特性」という文言を用いさせていただいたところでございます。 

 

※下線は、三重県に障害者差別解消条例をつくる会による。 


